
北海道告示第10269号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和８年２月26日

北海道知事 鈴 木 直 道

（保健福祉部所管分 その43）

補助金等を交付する事 交付申請書に添付 実績報告書に添付 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 すべき関係書類 すべき関係書類 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 限及び提出先 限の委任

１ 重点医師偏在対策支援区域 重点医師偏在対 提出部数 １部

における診療所の承継・開業 策支援区域にお 提出期限 別に指示す

支援事業 いて、承継又は る日

重点医師偏在対策支援区域 開業する診療所 提 出 先 保健福祉部

において診療所を承継又は開 の開設者 地域医療推

業する場合に、当該診療所に 進局地域医

対して、施設整備、設備整備、 療課

一定期間の地域への定着支援

を行うことにより、地域の医

療提供体制を確保することを

目的として、予算の範囲内で

補助する。

(1) 施設整備事業 診療所として必要な次の各部門 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

の新築、増築、改築及び改修に要 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

する工事費又は工事請負費及び買 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

収に要する経費 他の収入金が 保福第１の20号様式 保福第32号様式

（１）診療所 あるときは、 保福第32号様式 保福第497号様式

（診察室、処置室、薬剤室、エッ 補助金等の額 保福第497号様式 別に指示する様式

クス線室、暗室、待合室、看護師 の算定に当た 別に指示する様式

居室、玄関、廊下等） り、当該寄附

（２）診療部門と一体となった医 金の控除等を

師住宅 行う。）

（３）診療部門と一体となった看

護師住宅



(2) 設備整備事業 診療所として必要な医療機器等 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

購入費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

（寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

他の収入金 保福第１の20号様式 保福第33号様式

があるとき 保福第１の32号様式 保福第497号様式

は、補助金 （申請者が市町村で 別に指示する様式

等の額の算 ある場合を除く。）

定に当たり、保福第33号様式

当該寄附金 保福第497号様式

の控除等を 別に指示する様式

行う。）

(3) 地域への定着支援事業 診療所の運営に必要な次に掲げ ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

る経費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

職員基本給、職員諸手当、非常 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

勤職員手当、報償費、旅費、備品 他の収入金 保福第１の20号様式 保福第497号様式

費（単価50万円未満に限る。)、 があるとき 保福第１の32号様式 保福第498号様式

消耗品費、材料費、印刷製本費、 は、補助金 （申請者が市町村で 保福第500号様式

通信運搬費、光熱水料、借料及 等の額の算 ある場合を除く。） 別に指示する様式

び損料、社会保険料、雑役務費、 定に当た 保福第497号様式

委託費 り、当該寄 保福第498号様式

附金の控除 保福第499号様式

等を行う。） 別に指示する様式

２ アスベスト除去等整備促進 アスベスト含 病院の石綿含有保温材等の使用状 定 額 保福第1の 2号様式 保福第1の 2号様式 提出部数 正副２部

事業費補助金 有保温材等が施 況等の調査に必要な請負費 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示す

各病院におけるアスベスト 工されているお （寄附金その 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 る日

含有保温材等（アスベスト それがある場 他の収入金 保福第1の20号様式 保福第33号様式 提 出 先 保健福祉部

をその重量の0.1パーセント 所を有する病 があるとき 保福第1の32号様式 別に指示する様式 地域医療推

を超えて含有する保温材、 院の開設者 は、補助金 （申請者が地方公 進局医務薬

耐火被覆材又は断熱材をい 等の額の算 共団体である場合 務課

う。）の使用状況等の調査に 定に当たり、 を除く。）

要する経費を補助すること 当該寄附金 保福第33号様式

により、当該調査の実施を その他の収 別に指示する様式

促進し、アスベスト等の除 入金の控除

去等の措置を推進し、予算 等を行う。）

の範囲内で交付する。


